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○立命館アジア太平洋大学利益相反規程 

2009年７月29日 

規程第815号 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、本大学において教職員が、健全な教育、研究および社会貢献活動を推

進することを目的として、利益相反を適切にマネジメントするための取扱いを定める。 

（定義） 

第２条 この規程において「利益相反」とは、第２項および第３項における「責務相反」と

「個人としての利益相反」の双方を含んだ概念をいう。 

２ この規程において「責務相反」とは、本大学における職務遂行責任と、兼業活動におけ

る職務遂行責任とが相反する状態をいう。 

３ この規程において「個人としての利益相反」とは、本大学における教職員個人の教育お

よび研究上の責任と、兼業活動から得られる教職員個人の利益とが相反する状態をいう。 

（対象者の範囲） 

第３条 この規程は、教授、准教授、特任講師、任期制教授、任期制准教授、特別任命教授、

特別招聘教授、特別招聘准教授、特別雇用教授、継続雇用准教授、継続雇用講師、助教、

嘱託講師、専任職員、特定職員、契約職員（以下「教職員」という。）に適用する。 

（利益相反マネジメントの対象） 

第４条 利益相反マネジメントは、次に掲げる場合を対象とする。 

(1) 学校法人立命館教職員兼業規程第４条第３項に定める兼業申請の審査に関する場合 

(2) 教職員が、企業等の組織から一定額以上の金銭（給与、謝金、原稿料等）または便

益（物品、設備、人員等）の供与もしくは株式等の経済的利益を得た場合 

(3) 教職員が、前号の企業等の組織から一定額以上の物品、サービス等を購入する場合 

(4) 教職員が、大学院生、学生等を社会貢献活動に従事させる場合 

(5) その他第６条に規定する利益相反委員会が対象とすることを定めた場合 

（利益相反ポリシー） 

第５条 学長は、利益相反委員会の審議により、利益相反ポリシーを定め、教職員に周知徹

底することによって、社会貢献活動を公正に推進できる環境を整備しなければならない。 

第２章 利益相反マネジメント体制 

（委員会の設置） 
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第６条 利益相反を適正にマネジメントするため、学長のもとに、利益相反委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 

（委員会の組織） 

第７条 委員会は、次の委員をもって構成する。 

(1) 常務理事（立命館アジア太平洋大学担当） 

(2) 副学長（研究担当） 

(3) 副学長（教学担当） 

(4) 学部長 

(5) 国際協力・研究部長 

(6) 教学部長 

(7) 言語教育センター長 

(8) 教育開発・学修支援センター長 

(9) 事務局長 

(10) その他学長の指名する者 

２ 委員会の委員長は、常務理事（立命館アジア太平洋大学担当）とする。副委員長は、委

員長が指名する。 

３ 委員会が必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 

４ 委員、委員会に出席を求められた者および委員会の事務に携わる者は、職務上知り得た

秘密を他に漏らしてはならない。 

（委員会の審議事項） 

第８条 委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

(1) 利益相反ポリシーに関すること。 

(2) 学校法人立命館教職員兼業規程第４条第３項に定める兼業申請の審査に関すること。 

(3) 金銭的情報開示に関すること。 

(4) 利益相反に係る広報または啓発に関すること。 

(5) 利益相反事例に係る調査、改善指導または是正勧告もしくは命令に関すること。 

（委員会の審査手続） 

第９条 委員会は、学長からの審査要請にもとづき、教職員の利益相反を調査し、許容でき

るか否かを審査する。 

２ 委員会は、審議の結果について、関係する教職員に速やかに通知する。 
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３ 委員会は、前項の審議の結果、必要と認められる場合は、関係する教職員に対して利益

相反に関する勧告等を行う。 

４ 当該教職員は、委員会の審議の結果または勧告等に不服がある場合は、申出により委員

会に再度審議を求めることができる。この場合において、不服の申出があったときは、委

員会は再度審議を行い、学長に具申し、学長が決定する。 

（相談窓口） 

第10条 利益相反に関する相談、手続等の窓口は、アドミニストレーション・オフィスが

行う。 

（利益相反アドバイザー） 

第11条 日常的に教職員等の相談に応じ、利益相反に関する知識を普及させるため、国際

協力・研究部長、教学部長および立命館アジア太平洋大学事務局長を利益相反アドバイザ

ーとする。 

２ 利益相反アドバイザーは、次の各号に掲げる任務を行う。 

(1) 利益相反に関する相談および助言 

(2) 利益相反に関する広報および知識の普及 

(3) 利益相反全般および個別の利益相反事例に係る各種調査 

(4) 個別の利益相反事例に係り、利益相反委員会で審議する必要性の有無の判断 

(5) その他利益相反に関すること。 

第３章 責務相反マネジメント 

（兼業手続） 

第12条 兼業に関する手続は、学校法人立命館教職員兼業規程による。 

第13条 削除 

第14条 削除 

第15条 削除 

第４章 個人としての利益相反マネジメント 

（一般的責務） 

第16条 教職員は、個人の経済的利益またはその他の便益を、本大学における教育および

研究上の責任より優先してはならない。 

（金銭的情報の開示の責務） 

第17条 教職員は、次に掲げる項目において、一法人（企業および民間、国、地方公共団

体、独立行政法人、大学関連の財団等）から年間1,000,000円以上の経済的利益を得てい
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る場合、もしくは非公開株を保有した場合、またはストックオプションを付与された場合、

年１回、利益相反委員会が定める手続により、学長に報告しなければならない。 

(1) 報酬（役員報酬、顧問料） 

(2) 給与 

(3) 特許の実施料等、知的財産権に係る収入 

(4) 贈与 

第５章 その他 

（研修の実施） 

第18条 学長は、教職員に対し、定期的に研修会を開催しなければならない。 

（改廃） 

第19条 この規程の改廃は、大学評議会の議を経て、学長が行う。 

附 則 

この規程は、2009年７月29日から施行する。 

附 則（2015年３月17日 対象者の範囲の変更に伴う一部改正） 

この規程は、2015年４月１日から施行する。 

附 則（2016年12月７日対象者の範囲の変更および非常勤講師の応嘱手続の変更に

伴う一部改正） 

この規程は、2017年４月１日から施行する。 

附 則（2020年９月９日 学校法人立命館教職員兼業規程の制定に伴う一部改正） 

この規程は、2020年10月１日から施行する。 

附 則（2023年３月28日 委員の追加に伴う一部改正） 

この規程は、2023年４月１日から施行する。 

 


